
全国型：株式会社ジェーシービー（出資を募り別法人で運営予定）

エコポイント付与対象エコポイント付与対象エコポイント付与対象エコポイント付与対象 原資提供企業原資提供企業

㈱ジェーシービー

（別添２）

省エネ家電

家電メーカー

量販店 など

省エネ住宅設備

住宅メーカ

エコ・ローン

(住宅/自動車)

銀行

自動車保険

(エコ特約)

損害保険会社

エコ商品

百貨店・ｽｰﾊﾟｰ百貨店・ｽｰﾊﾟｰ

商店街等商店街等

他事業者
ポイント

民鉄会社
ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ付

旅行

旅行会社

ｴｺﾏｰｸ付ｵﾌｨｽ家具

再生プラ文具

カタログ通販など

ﾎﾃﾙｱﾒﾆﾃｨ･ﾀｵﾙ辞退

関東・関西

民鉄数社

民鉄会社

カード会社

など

その他

レストラン等

リユース
(本/DVD/家具等)

ﾘｻｲｸﾙｼｮｯﾌﾟ 等

エコポイント運営エコポイント運営
プラットフォームプラットフォーム

EcoPoint EcoPoint QRQR

ポイントシートポイントシート 10001000ptpt

EcoPoint EcoPoint QRQR

ポイントシートポイントシート 10001000ptpt

ポイント原資ポイント原資
温暖化対策型商品・サービス購入温暖化対策型商品・サービス購入

イイポイント登録ポイント登録

エコポイントに交換エコポイントに交換

付与付与

ポイントポイント
登録登録

プラットフォ ムプラットフォ ム

消費者消費者
エコポイント会員エコポイント会員

((個人個人 / / 法人法人))

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

ポイント残高確認ポイント残高確認
CO2CO2削減量照会削減量照会

ポイント管理ポイント管理

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

ポイント登録ポイント登録

CO2CO2削減量管理削減量管理

初年度会員数初年度会員数55万人（万人（22億ポイント）億ポイント）

55年後年後300300万人万人 （（2020億ポイント）億ポイント）
ポイント還元ポイント還元

トト

還元商品選択還元商品選択
原資・還元管理原資・還元管理

ポイント付与の方法ポイント付与の方法
還元費用還元費用

目標目標目標目標

温暖化対策型商品

原資提供企業製品

鉄道利用

鉄道会社の

ﾎﾟｲﾝﾄ経由で交換

排出権購入
消費者個人の

CO2排出をｵﾌｾｯﾄ

温暖化対策事業
への寄付

ポイント付与の方法ポイント付与の方法

QRコード等、シリアル番号が印字
されたポイントシートを商品に添付
し、消費者が携帯電話またはパソコ
ンでポイント登録 または、

POS等の販売情報を直接プラ ト

エコポイント還元メニューエコポイント還元メニューエコポイント還元メニューエコポイント還元メニュー

限定商品

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｴｺﾊﾞｯｸﾞ等

高額商品
ポイント充当

ネット通販等

通常商品
カード会社

ポイントカタログ

POS等の販売情報を直接プラット
フォームに提供しポイント登録

など
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エコイベント実現を、エコポイントを活用してプロモーション化するモデル

【全国型】株式会社電通の想定している試行事業モデル
㈱電通

イベント会場

グ ズ

通常売価

ＣＯ２排出権つき商品販売
エコイベント寄付＝ＣＯ２排出権購入費用を

販売価格に付加（消費者負担） ＋ポイント発行

会場
Ｐ＋

寄付金管理

グッズ・飲料等購入

チケット購入
エコイベント実現

に向けた

ＣＯ２排出権購入

会場
消費者負担分は

エコイベント資金に

エコアクションに対する
￥

寄付金管理

＋
エコポイント管理

＆還元メニュー

＋

エコ活動

公共交通利用

競技環境

整備基金
移動

エコアクションに対する
ポイント発行 ￥

Ｐ
￥

流通店頭＆企業サイト

での

協賛企業エコ商品購入

＋

精算業務
協賛企業商品交換

抽選ノベルティ交換

企業ポイントとの交換

事前

￥
＋ Ｐ通常売価

Ｐ

協賛企業エコ商品購入事前

通常売価
温暖化対策貢献＝ポイント数残高に対して
イベント協賛企業様が用意する還元メニュー

（商品等への交換）にかかる費用は協賛企業様
が販売促進費での負担することを想定 （調

整事項）

ＣＯ２排出権つき商品 エコイ
ベント寄付＝ＣＯ２排出権購入費用を 販

＋

温暖化対策型商品 ＋ポイント発行
Ｏｒ

整事項）

商品購入⇒イベント参加⇒イベントでの商品購入 すべてのフェ ズでの環境貢献をエコポイントで可視化する

寄付・エコアクションに対するデジタルインセンティブ：ポイントの付与 ⇒ ポイントの還元にかかる費用の主催団体・協賛企業による負担
※今後詳細要調整事項

ベント寄付 ＣＯ２排出権購入費用を 販
売価格に付加（消費者負担） ＋ポイント発行

商品購入⇒イベント参加⇒イベントでの商品購入、すべてのフェーズでの環境貢献をエコポイントで可視化する

主催団体＋協賛企業（流通＋メーカー企業 2社～3社での実施を想定）・想定参加者数万人規模

２



平成20年度実施予定 ～全国型エコポイントスキーム～

㈱Tカード&マーケティング

既存Ｔポイントプログラムを利用して、流通を利用しないでＷｅｂ上でも完結出来るポイントプログラム

●対象者 ●１アライアンス企業でエコポイントを実施した場合のシミュレーション

・2008年4月：全国のＴ会員約２６００万人

→夏以降には、約3000万人を予定

2008年10月 Ｔ会員以外も対応予定（全国民が対象へ）

・エコポイント利用者数＠年間（見込値）

約１２５０万人（月間利用者数）×１２ヶ月×８％（発行率）＝約１２００万人

・エコポイント発行数＠年間（見込値）

ポイント付与企業（原資を負担） ポイント還元先
購

ポイントバンクの運用

・2008年10月：Ｔ会員以外も対応予定（全国民が対象へ）

Ｓｔｅｐ１

約１２００万人×２０ポイント＝２億４０００万ポイント ＝約２億４０００万円

＊参加アライアンス企業数によって変動

既存のＴアライアンス加盟企業
既存のＴアライアンス加盟企業

の商品、サービスの値引きなど
購買時点のＰＯＳで

ポイント付与

レ
ジ
袋
断
り
・エ
コ

購
入
で
Ｔ
ポ
イ
ン
ト Ｔ ライ ンス還元先企業に

アライアンス企業数：４４社30,000拠点

コ
商
品

ト
の
付
与

Ｔ
ポ
イ
ン
ト
の

Ｔ会員（約２６００万人）

Ｔアライアンス還元先企業に

対して、今後打診予定

Ｓｔｅｐ２

Ｔポイントアライアンス企業打診開始予定

環境関連のボランティアへ募金
の
還
元

エコ団体などのボランティア団体への

ポイントで募金が出来るＷｅｂサイト開設予定

今後、働き掛ける企業（製造業）
特
定
エ
コ
商
品
購

Ｔ
ポ
イ
ン
ト
付

購入商品に貼り付けて

あるシリアル番号を

Ｗｅｂページに入力してポイント付与

募金 出来 開設予定
＊省エネ家電、パソコンなどのエコ関連商品

を販売してる製造業へ打診予定

購
入
で

付
与 Ｔ会員以外の人も

Ｗｅｂ入会でポイント付与可（約２６00万人+α）

３



検索サイトgooからアクセスできるエコポイントが貯まるオンラインショッピングECサイト（全国型）NTTレゾナント㈱

NTT-X Store内にエコ家電専門コーナー（仮称）を開設！

エコ家電専門コ ナ （仮称）で購入した場合に限りエコポイントが付与されますエコ家電専門コーナー（仮称）で購入した場合に限りエコポイントが付与されます。
ポイントはNTT-X Store内の値引きとして利用できることとし、

エコ製品の購買意欲を拡大します。

オンラインショッピングサイト
NTT-X Store

ポータルサイトgooの利用者

顧客誘導

【貯める】エコポイント蓄積
→エコ家電ショップでの商品購入時

に、購入金額に対して1%相当の

エコ家電専門コーナー（仮称）を開設！

に、購入金額に対して1%相当の

ポイントを付与（NTTレゾナントが負担）

エコポイント

1,800万人/月

【使う】エコポイント利用
→NTT-X Store内商品購入時

にエコポイント分値引き

（環境に関心がない利用者）

（取扱商材）

・液晶テレビ、液晶モニタ

・空気清浄機、加湿器

・キッチン家電 等

顧客誘導

（環境に関心がない利用者）
エコ家電専門コーナー（仮称）目標数値

売上：1 2億円/年

ニュース スポーツ 映像

ヘルスケア 音楽 ゲーム
来場見込者数： １００万人/年

売上：1.2億円/年

エコポイント発行量：120万円/年

CO2排出削減：42t/年

※上記は現段階での案でありプロモーション実施時点で
の広告在庫状況により変動することがあります。

４



【地域型】CO2削減見える化プロジェクト ～柏の葉モデル～

家庭 CO2削減
地域NPOに

ポイント①

ｴｺﾎﾟｲﾝﾄの使用先に柔軟性がある

CO2削減効果の高いものほどポイント交換率がよい

㈱藤崎事務所

（省エネ実践者）
CO2削減ﾅﾋﾞを設置

エコポイント

年 帯

CO2削減CO2削減

地域NPOに

寄附、など
ポイント③

電気・ガス・水道の使用量を網羅

ポイント⑥

省ｴﾈｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰなどの活

CO2削減見える化プロジェクト
推進エージェント

500～1000kg/年・世帯
ｴｺﾎﾟｲﾝﾄで

省エネ家電購入

ｴｺﾎﾟｲﾝﾄを地域の自然

ｴﾈﾙｷﾞｰ基金に積立

ｴｺﾎﾟｲﾝﾄで

買い物 ポイント②

地域行政と協力してﾍﾞｰｽﾗｲﾝを
設定

ｻ などの活
動を支援

行政
大学企業

家電メーカー 等

全体をモニタリング

・CO2削減量を「認証」

企業
地元ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

等

三井不動産㈱ 等
（省エネ・創エネ支援者）

創エネ

原資提供

CO2削減

・CO2削減量を「認証」

ポイント④

大学等の研究機関がﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

創エネ

太陽光発電

地域の自然ｴﾈﾙｷﾞｰ設置に投資・寄附

想定されるCO2削減量

ポイント⑤

ﾅﾋﾞを設置しない市民も参加可能

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

参加世帯数 300 1000 2000 2500 3000

300 1000 2000 2500 3000

300 1000 2000 2500 3000

150 500 1000 1250 1500 0

【2008年度の計画】

◆CO2削減ﾅﾋﾞを普及

◆初年度は三井不動産㈱、他がエコポイン
トの原資負担

CO2削減量-t
（見込み）

130 420 840 1050 1260

60 210 420 525 630

CO2削減量-t
（合計）

150ｔ 630ｔ 1480ｔ 2300ｔ 2970ｔ 1785ｔ 630ｔ

５



地域型：財団法人北海道環境財団（北海道地球温暖化防止活動推進センター）

エコポイント付与対象エコポイント付与対象エコポイント付与対象エコポイント付与対象 原資提供企業原資提供企業 G8G8に合わせて先行実施に合わせて先行実施

㈶北海道環境財団

省エネ家電

家電メーカー

量販店 など

省エネ住宅設備

住宅メーカ

エコ・ローン

(住宅/自動車)

銀行

自動車保険

(エコ特約)

損害保険会社

エコ商品

百貨店・ｽｰﾊﾟｰ百貨店・ｽｰﾊﾟｰ

商店街等商店街等

ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ付

旅行

旅行会社

ｴｺﾏｰｸ付ｵﾌｨｽ家具

再生プラ文具

カタログ通販など

その他

レストラン等

リユース
(本/DVD/家具等)

ﾘｻｲｸﾙｼｮｯﾌﾟ 等

廃棄物処理

ﾘｻｲｸﾙ事業者 等

ﾎﾃﾙｱﾒﾆﾃｨ･ﾀｵﾙ辞退

民鉄数社

エコポイント運営エコポイント運営
プラットフォームプラットフォーム

EcoPoint EcoPoint QRQR

ポイントシートポイントシート 10001000ptpt

EcoPoint EcoPoint QRQR

ポイントシートポイントシート 10001000ptpt

温暖化対策型商品・サービス購入温暖化対策型商品・サービス購入

イイ 付与付与

ポイントシート販売ポイントシート販売 シート販売代金シート販売代金

プラットフォ ムプラットフォ ム

消費者消費者
エコポイント会員エコポイント会員

((個人個人 / / 法人法人))

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

12345 6789012345 67890

ポイント残高確認ポイント残高確認

ポイント管理ポイント管理

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

ポイント登録ポイント登録
付与付与

ポイント還元ポイント還元

トト

還元商品選択還元商品選択
原資・還元管理原資・還元管理

ポイント付与の方法ポイント付与の方法 20082008年年1010月目処にスタート月目処にスタート
還元費用還元費用

ポイントシート方式のみポイントシート方式のみ

((QRQR等シリアル番号等シリアル番号))

温暖化対策型商品

原資提供企業製品

鉄道利用

鉄道会社の

ﾎﾟｲﾝﾄ経由で交換

排出権購入
消費者個人の

CO2排出をｵﾌｾｯﾄ

温暖化対策事業
への寄付

ポイント付与の方法ポイント付与の方法

QRコード等、シリアル番号が印字
されたポイントシートを商品に添付
し、消費者が携帯電話またはパソコ
ンでポイント登録

20082008年年1010月目処にスタ ト月目処にスタ ト

限定商品

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｴｺﾊﾞｯｸﾞ等

高額商品
ポイント充当

ネット通販等

通常商品
カード会社

ポイントカタログエコポイント還元メニューエコポイント還元メニューエコポイント還元メニューエコポイント還元メニュー

６



ひょうご県民ＣＯ２削減バンク概要（地域型）

㈶ひょうご環境創造協会

【エコポイント付与対象行為】

商店街や家電販売店で

・ 地元生産農産物の購入

エコポイント付与者

家電販売店（１２５０店）・小売店・商店街・

太陽光発電製造販売企業

住宅販売会社

県民（エコポイント受給者）

モデル事業 ３，０００人

目標 ３００，０００人

・ 省エネ家電の購入、ノンフロン家電購入、フロン含有家電の家電販売

店への引き渡し

・ 省エネ商品の購入、リサイクル商品の購入 、オフセット 型商品の購入

・ マイ箸マイバッグ持参

太陽光発電施設の設置基金の寄付

自動車販売店・整備工場

森林組合・木工製品販売店

廃食料油回収業者

①付与対象行動

②エコポイントの付与

省エネ住宅リフォーム

菜の花エコプロジェクトによる 菜種油の購入・廃食料 油の回収（ＢＤＦ製造）

アイドリングストップ装置の装着

エコポイントCO

【エコポイント モデル 事業の概要】

対象地域：兵庫県内全域

ポイント交換：

１ｐ＝５円＝概ね１ kg-CO2 削減

③エコポイン

トの利用④サー ビスの

エコポイント

付与委任
県民 CO2 削減バンク

設立検討委員会

１ｐ ５円 概ね１ g 削減

ポイント還元：２０Ｐ以上

全体発行規模：６０万Ｐ

温室効果ガス削減見込み

６００ｔ / 年スタンプカード発行

⑤エコポイント利用状況の報告

原資提供企業・団体

エコポイント還元 者

商店街 電気店 コンビニエンス

提供

ひょうご県民ＣＯ２

削減バンク

（ 兵庫県地球温暖化

防止活動推進センター）

原資提供（３００万円を予定）

参加決定 企業５社・団体数 ４団体

（神戸製鋼所 川崎重工 電機商業組合 建築会など）

（今後の予定）

兵庫県環境管理者協会加盟企業（１８３社）、

住宅メーカーなど省エネ製品製造企業団体・

ＣＳＲに取組 む 企業などを中心として原資提

商店街、電気店、コンビニエンス

ストアー、スーパーーマーケットで

の商品購入時の割引サービス

美術館、博物館などの公共施設
⑥還元資金の提供 原資の管理

（神戸製鋼所、川崎重工、電機商業組合、建築会など）

ＣＳＲに取組 む 企業などを中心として原資提

供参加企業・団体を増やしていきます 。

の入場料割引サービス
⑥還元資金の提供 原資の管理

エコポイント の管理

７



簡単・便利・手軽にレジ袋削減

レジ袋使い回し大作戦 （地域型）

高田馬場西商店街振興組合

アトム通貨と交換！！

レジ袋使い回し大作戦 （地域型）

家にあるレジ袋提供 MYバッグ

使いまわしレジ袋・Myバック

を使ってもらう

１０ポイント貯まったら

１０馬力と交換
原資を負担

アトム通貨でお買い物
消費者店舗

店舗数２０店

回収１０枚につき５ポイント

Myバックは１回１ポイント

（エコポイントは通年で発行）

エコポイント発行見込
数１０万Ｐ

エコポイント参加見込
者数５０００人

アトム通貨とは

（エコポイントは通年で発行）

実績 今後

者数５０００人

２００６年９月

加盟店１店舗での実績

レジ袋配布枚数 ４万枚

↓

☆早稲田、高田馬場の地域通貨

☆１０，５０，１００馬力がある

☆１馬力＝１円

☆４/１～９/３０の半年限定流通

☆約１８０加盟店で利用可能

・マイハシ店舗キープ企画

・傘貸し出し企画

加盟店と協力して

エコポイント事業を拡大していく↓

５０００枚に！

☆約１８０加盟店で利用可能

高田馬場西商店街振興組合・アトム通貨実行委員会

エコポイント事業を拡大していく
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京都エコポイントシステムの全体スキーム 特定非営利活動法人

京都地球温暖化防止府民会議

京都企業（約３０社）
新エネルギー

設備販売企業 等 etc

原
資
還
元

原
資
提
供

環境配慮

アピール ポ
イ
ン
ト

活
用

京都環境行動促進協議会

京都

協力店

ポイント

原資
その他

還元メニュー
CO2削減バンク（仮称）の運用

JCB全国型還元メニュー

全国エコポイント

運用会社（ＪＣＢ）
地域で

お買い物

クレジットカード

ト

協力店還元メニュ

削
減

約600万円
（KICS等）

省エネ行動による 新エネルギー導入等

電気、ガスの
年間削減量

等

・太陽光発電

等の導入

減
量
申
告

運用会社（JCB）

0.2㎏-CO2＝1pt＝1円

京都府民

省 ネ行動による

CO2削減量

新 ネルギ 導入等

によるCO2削減量

環境促進行動

運用会社（JCB）

ポイント付製品購入

省エネ製品購入

京都府民 ポイント付与商品購入等

3,000世帯 年間約1,200t-
CO2

９



地域型ＣＯ2削減エコポイント事業の提案 生活協同組合東京マイコープ

■事業概要
東京に在住する東京マイコープの組合員35万人を対象に 組合員が省エネ活動により前年から削減した電気・ガスの使用に伴う

生活協同組合東京マイコープ

東京に在住する東京マイコープの組合員35万人を対象に、組合員が省エネ活動により前年から削減した電気・ガスの使用に伴う
ＣＯ２を、1ｋｇにつき１ポイント（１円換算）東京マイコープが付与する。組合員は付与されたポイントを、東京マイコープの
商品の購入や環境活動団体への寄付、グリーン電力証書の購入代金として利用する。なお削減根拠としては電気・ガスの検針票
を用いる。

【事業モデル図】 各人のメリット【事業モデル図】 各人のメリット

・経済的負担の低減

・環境意識の向上

・環境配慮商品利用増

・社会貢献力の向上（ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ）

・自然エネルギー利用促進

・環境保護活動の拡大

①電気・ガス使用量の削減量を申請

組
合
員
（３

東
京
マ

Ｎ
Ｐ
Ｏ・商品の購入

③エコポイントを利用

④寄付金を提供家

②削減量に応じてエコポイントを提供

※原資と経済的自立について

原資（予定額200万円）は生協３
５
万
世
帯
）

イ
コ
ー
プ

Ｏ
団
体
等

・環境保護活動団体への寄付

・グリーン電力証書の購入

⑥選択された商品・サービスを提供

⑤グリーン電力証書販売

④寄付金を提供家
庭
の
省
エ
ネ

原資（予定額200万円）は生協
の環境運動資金から拠出。過

去の実績から十分負担できるレ
ベルであるとともに、商品の利
用普及が見込めるため、事業
の継続展開（経済的自立）は問

題がない・商品の供給
活
動
推
進 地球温暖化防止・生物多様性の確保、廃棄物の削減に貢献

題がない。・商品の供給

・寄付報告

・グリーン電力証書の小口供給
※平成20年度発行見込み数

①ポイント数：130万ポイント

②参加人数 1万人
地域社会・地球全体

■今後の展開

東京マイコープは関東近県の10のグループ生協（約100万人規模）の活動として拡大展開を検討している。

②参加人数：1万人

東京マイコ プは関東近県の10のグル プ生協（約100万人規模）の活動として拡大展開を検討している。

また生協業界全体で温暖化防止活動の推進を掲げているため、将来的には全国規模（約1700万世帯）の活動の広がりも期待

出来る。
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運動

参加者事業主体 運動加盟店

平成２０年度エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進モデル事業（北海道富良野市・ふらの市民環境会議）

現在の運動加盟店の
参加予定状況

ふらの市民環境会議

端末機貸与 エコ商品購入

100円で１Ｐ
ふらの市民

商 店 等

（例）登録カード販売

ポイント進呈

ポイント付与の内容につ
いては各店で設定

既存のカード会及び未
加盟店に加盟依頼

■依頼予定 ８３

■経営形態内訳

商店 ４５

飲食店 ８

ホテル １６

5000P(10,000円)
1P 2円で販売 市 民エコ活動

１活動１Ｐ(例)

ふらの市民

環境会議

富良野

商工会議所

ふらのへそくり

カード会

飲 食 店 等

（例）

エコ商品購入

マイバッグ

簡易包装

（例）

登録カ ド販売

ポイント進呈
原 資

ホテル １６

エコ活動 ３

公共交通機関 ３

その他 ８

満点カード

400Ｐで満点

山部商工会

ふらの

観光協会

ふらのカード会

上記２カード

ﾎﾃﾙ･旅館･ﾍﾟﾝｼｮﾝ

（例）

マイ箸持参

残さず完食

地産地消メニュー

（例）

エコカード配布

満点カード請求

エコポイント
発行見込数
3,000,000ﾎﾟｲﾝ
ﾄ

エコポイント
参加見込者数

沿線住民

※400Ｐで

505円分相当

●通常還元

500円分

●エコ還元

・ﾎﾟｲﾝﾄｸﾞﾘｰﾝｺﾝｻｰﾄ

富良野市
未加盟店

エコ活動グループ等

（例）

洗面道具持参

連泊ベッド

メーキングなし

（例）

食用廃油回収

満点カード清算

CO2削減量見込
119,205kg

参加見込者数
30,000人

・環境学習体験

・フェリー乗船

700円分

(200円ﾎﾟｲﾝﾄ加算）

●環境支援金

５円分

環境支援金

ふらの

エコポイント

5円分 公共交通機関

食用廃油回収

環境学習体験

（例）

フェリー

バス利用

北海道富良野市

観光客
エコポイント

環境基金

（仮称）

バス利用

端数カード（ロス分）による環境活動参加金

抽選会の実施

人口 約２５，０００
人

観光客（H18年度)

２，１０7，０００人

環境活動支援 ポイントグリーンコンサート植樹会

， ０7，０００人

環境に優しいまち

全国第1位

※2007年ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ総
研
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家庭版ESCO・エコポイント事業 エコポイント・フロー図
特定非営利活動法人

カーボンシンク

電気商業組合加盟店等電気商業組合加盟店等
店舗に持参したサービスポイントを

[割引、景品、修理]等と交換

現金とサービスポイント出資

ポイント対象店舗

原資提供店舗 ２６店舗＋α原資提供店舗 ２６店舗＋α

金

現金とサ ビスポイント出資

ビ ポ

推進協議会推進協議会

現 金 人材提供サービスポイント

[パタン３]
推進協議会

現金・ポイントマネジメント

推進協議会

現金・ポイントマネジメント
家庭 約150世帯

[省エネ機器買替え]

省エネ診断員省エネ診断員

パタン２より多いポイント＋粗品

家庭 約100世帯

[家庭での直接診断]

[パタン２]

パタン１より多いポイント＋粗品

家庭 約300世帯

[郵送等によるプレ診断]

[パタン１]

プレ診断に対するサービスポイント

ポイント獲得機会は３パタン（及び累計）あり ポイントの総流通量 ３８万ポイント＋α
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京都エコ配送ポイントシステム
（加盟店対象）

ＫＩＣＳのネット通販のポイントシステム

（加盟店＆通販客対象）

エコ配送ポイント事業
合同会社

きょうと情報カードシステム

（加盟店対象）

「時間帯指定」便 発送 「時間帯指定」便 1回目到着

加盟店 お客様宅

（加盟店＆通販客対象）

ネット加盟店

ＫＩＣＳ

ネット加盟店

全国トラック網

宅配会社センタ

発

加盟店

加盟店

加盟店

着

お客様宅

お客様宅

お客様宅

ネット加盟店

ネット加盟店

ＫＩＣＳ
ネット通
販サイト

インター
ネット

ネット加盟店

ネット加盟店

宅配会社センター

データ一括伝送

（時間帯指定便数と

１回目到着の生データ）

お客様が１回の配送
で受けとった場合、
荷物1個につき、
15ポイント付与 お客様が１回の配送で

受けと た場合

ネット通販利用時に、

１回の配送で受け

ＫＩＣＳの原資

負担内訳
ネ 加 店ＫＩＣＳセンター

15ポイント付与
※3ヶ月に1度精算
※1ポイント＝1円

※各加盟店が「時間帯指定」を

した便数に応じた ポイントを計
算処理

※エコ効果を測定するため、

ＫＩＣＳの原
資負担：

加盟店分：

受けとった場合、

荷物1個につき、
15ポイント付与

※3ヶ月に1度精算
※1ポイント＝1円

１回の配送で受け

とった場合、

荷物1個につき、

30ポイント付与
※次回以降購入時に

値引きとして利用

ネット加盟店分：

15ポイント
ネット通販客：

30ポイント
合計：45ポイント

加盟店口座
Ｋ

※ 効果を測定するため、

１回目で到着した便数を計算
処理

加盟店分：
15ポイント

※１：配送伝票番号をシステムのキーとする。
平成２０年度半年分 平成２０年度半年分

加盟店口座

Ｋ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
統
一
口
座

※２：サイト上で、ネット商品の「時間帯指定便
化」と１回目到着でエコポイント（１回につき３
０ポイント）を提供する旨を掲示し、エコの意

義を説明する。

※３：登録会員の１回目受け取り客にエコ配

平成２０年度半年分

ポイント発行見込み数

・・・236万ポイント

平成２０年度半年分

ポイント発行見込み数

・・・45万ポイント

参加見込み客数

エコポイントを現金により各加盟店に還元

加盟店口座
座

送ポイントを提供する。参加見込み客数

・・・約15万人

参加見込み客数

・・・1万4000人
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